
重 要 事 項 説 明 書 【訪問看護（介護予防訪問看護）サービス】 

１ 法人の概要 

  名称・法人種別   医療法人 ＣＣＲ 

  法人代表者名   理事長 千田 治道 

  法 人 所 在 地    熊本市中央区島崎1丁目３３－１１ 

  電 話 番 号   ０９６－３５６－８２２３ 

  開 設 年 月 日    平成１６年１０月１日 

 

２ 事業所の概要 

  事 業 所 名  指定訪問看護（指定介護予防訪問看護）事業所 Ｃ＆Ｒ 

  所在地・連絡先  熊本市中央区島崎１－３２－１ 

           TEL ０９６－２１１－８０１１   FAX ０９６－２１１－８３３６ 

  事業者指定番号  ４３６０１９０４０１ 号 

  管  理  者  竹川 薫 

  通常の実施地域  熊本市 

 

３ 事業の目的と運営の方針 

事業の目的 

要介護又は要支援状態にある利用者が、その有する能力に応じ、可能な限り居宅にお

いて自立した日常生活を営むことができるよう、生活の質の確保及び向上を図るとと

もに、安心して日常生活を過ごすことができるよう、居宅サービス又は介護予防サー

ビスを提供することを目的とします。 

運営の方針 

事業者は、利用者の心身の状況や家庭環境等を踏まえ、介護保険法その他関係法令

及びこの契約の定めに基づき、関係する市町村や事業者、地域の保健・医療・福祉

サービス等と綿密な連携を図りながら、利用者の要介護状態の軽減や悪化の防止、

もしくは要介護状態となることの予防のため、適切なサービスの提供に努めます。 

 

４ 事業所の職員体制等 

職     種 人 員 

管  理  者 １名 

訪 問 看 護 員 ３名（常勤 ３名） 

理 学 療 法 士 １名（常勤 １名） 

作 業 療 法 士 ２名（常勤 ２名） 

事務担当職員  １名（常勤 １名） 

 

５  営業時間 

  区 分      平  日        土 曜 日       日曜日・祭日 

  営業時間  ９：００～１８：００   ９：００～１２：００      休 日 

 

（注）年末年始、お盆は「休日」の扱いとなります。 

 

６ 窓口相談、苦情対応 

 

○ サービスに関する相談や苦情については、次の窓口で対応いたします。 

                電話番号   ０９６－２１１－８０１１ 

 当事業所           FAX 番号     ０９６－２１１－８３３６ 

お客様相談コーナー      相談者（責任者）  竹川 薫 

                対応時間    ９：００～１８：００ 

 

 



○公的機関においても、次の機関において苦情申立等ができます。 

熊本市 福祉部        所在地  熊本市中央区手取本町1番1号 

介護保険課 相談窓口     電話番号   ０９６－３２８－２３４７ 

               対応時間   ９：００～１７：００ 

 熊本県国民健康保険団体   所在地  熊本市東区健軍2丁目4－10 

 連合会（国保連）      電話番号   ０９６－２１４－１１０１ 

 苦情相談窓口        対応時間   ９：００～１７：００ 

 

 

訪問看護（介護予防訪問看護）サービス説明書 

１ サービスの内容 

      項目           サービス内容 

一 訪問看護計画書の作成 主治の医師の指示並びに利用者に係る居宅介護支援事業者が作成 

した居宅サービス計画(ケアプラン)に基づき、利用者の意向や心身の 

状況等のアセスメントを行い、援助の目標に応じて具体的なサービ

ス内容を定めた訪問看護計画を作成します。 

 

 

 

 

 

 

二 訪問看護の提供 

 

 

 

 

 

 

 

訪問看護計画書に基づき、訪問看護を提供します。 

具体的な訪問看護計の内容 

① 健康状態の観察と助言 

② 清拭・洗髪等による清潔の保持 

③ 食事および排泄等日常生活の世話 

④ 床ずれの予防・処置 

⑤ リハビリテーション 

⑥ ターミナルケア 

⑦ 認知症の看護 

⑧ 療養生活や介護方法の指導 

⑨ 内服薬、医療機器、カテーテル等の管理 

⑩ その他医師の指示による医療処置 

⑪ 療養環境改善のアドバイス 

⑫ 在宅移行支援(外泊時の訪問看護) 

 

2 ご利用日等について(変更時は随時ご相談致します) 

   曜 日     時 間 帯         内   容（ 概 要 ） 

１） 月曜日    ：  ～  ： 

２） 火曜日    ：  ～  ： 

３） 水曜日    ：  ～  ： 

４） 木曜日    ：  ～  ： 

５） 金曜日    ：  ～  ： 

６） 土曜日    ：  ～  ： 

７） 日曜日    ：  ～  ： 

 

3 サービス提供責任者等 

（１） サービス提供の責任者（管理者）は、次のとおりです。サービスについてご相談や不

満がある場合には、どんなことでもお寄せください。 

 

         氏名： 竹川 薫     連絡先（電話）： ０９６－２１１－８０１１ 

 

（２） サービス提供する主な看護師等は次のとおりです。なお、事業者の都合により看護師

等を変更する場合は、事前に連絡します。 

 

      主な看護師等の氏名：           （職種：         ） 



4 利用者負担金 

（１） 利用者の方からいただく利用者負担金は、次表のとおりです。 

（２） この基本利用料は厚生労働大臣が告示で定める金額であり、これが改定された場合は、

これら基本利用料も自動的に改定されます。なお、その場合は、事前に新しい基本利

用料を書面でお知らせします。 

（３） 介護保険外のサービスとなる場合（サービス利用料の一部が制度上の支給限度額を超

える場合を含む。）には、全額自己負担となります。（介護保険外のサービスとなる場

合には、居宅介護サービス計画（介護予防サービス支援計画）を作成する際に介護支

援専門員から説明のうえ、利用者の同意を得ることになります。） 

（４） 利用者負担金は、当月月末締めにて計算し、翌月１０日頃にご請求いたします。お支

払い方法は以下のいずれかの方法でお支払いください。 

（５） 介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により、事業者に直接介護保険給付が行われな

い場合があります。その場合、お客様は1ヶ月につき利用料の全額をお支払いください。

利用料のお支払いと引き換えにサービス提供証明書と領収証を発行します。 

 

ア、現金支払い 

イ、お支払金融機関口座からの振替（自動引落とし・翌月２６日） 

       ・収納代行会社：肥後コンピューターサービス 

       ・ご利用できる金融機関口座についてはご相談ください。 

 

     ＊入金確認後、領収書を発行します。 

 

訪問看護の利用料 

【基本部分】 

＜看護師が行う訪問看護＞ 

 

サービスの内容 

１回あたりの所要時間 

          

基本利用料 

 

         利用者負担金 

自 己 負 担 金  

１割の場合 

自 己 負 担 金  

２割の場合 

自 己 負 担 金  

３割の場合 

２０分未満  ３,１４０円 ３１４円 ６２８円 ９４２円 

２０分以上３０分未満  ４,７１０円 ４７１円 ９４２円 １,４１３円 

３０分以上１時間未満  ８,２３０円 ８２３円  １,６４６円   ２,４６９円 

１時間以上１時間３０分未満  １１,２８０円 １,１２８円  ２,２５６円   ３,３８４円 

＜理学療法士・作業療法士が行う訪問看護＞ 

                

サービスの内容 

 

基本利用料 

利用者負担金 

自 己 負 担 金  

１割の場合 

自 己 負 担 金  

２割の場合 

自 己 負 担 金  

３割の場合 

１回（２０分）につき 

 (６回／週まで) 

＊１日３回以上の場合（90／100） 

           

２，８６０円 

               

２８６円 

                 

５７２円 

8

８５８円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



介護予防訪問看護の利用料 

【基本部分】        

＜看護師が行う訪問看護＞ 

 

サービスの内容 

１回あたりの所要時間 

          

基本利用料 

 

利用者負担金 

自 己 負 担 金  

１割の場合 

自 己 負 担 金  

２割の場合 

自 己 負 担 金  

３割の場合 

２０分未満  ３,０３０円 ３０３円  ６０６円 ９０９円 

２０分以上３０分未満  ４,５１０円 ４５１円  ９０２円 １,３５３円 

３０分以上１時間未満  ７,９４０円 ７９４円   １,５８８円   ２,３８２円 

１時間以上１時間３０分未満  １０,９００円 １,０９０円   ２,１８０円   ３,２７０円 

＜理学療法士・作業療法士が行う訪問看護＞ 

                

サービスの内容 

 

基本利用料 

利用者負担金 

自 己 負 担 金  

１割の場合 

自 己 負 担 金  

２割の場合 

自 己 負 担 金  

３割の場合 

１回（２０分）につき  

（６回／週まで） 

＊１日３回以上の場合（50／100） 

            

２,７６０円 

            

２７６円 

          

５５２円 

 

       

８２８円 

※理学療法士等による訪問看護は、当訪問看護事業所における前年の 4月から当該年の 3月までの期 

間の理学療法士等による訪問回数が看護職員による訪問回数を超えている場合は、当該年度の理学療

法士等の訪問看護費から 8単位を減算します。 

 

【 加算 】 

以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 

 

 

 

加算の種類 

 

 

加算の要件 

加算額 

              

基本利用料 

利用者負担金 

自己負担

金   

１割の場

合 

自己負担金   

２割の場合 

自己負担金   

３割の場合 

サービス提供体制 

強化加算 

当該加算の体制・人材要件を満たす場合（１回

につき） 

６０円 ６円 １２円 １８円 

 

夜間・早朝、 

深夜加算 

 

夜間(１８時～２２時)又は早朝(６時～８時)に

サービス提供する場合 

深夜(２２時～翌朝６時)にサービス提供する

場合 

上記基本利用料の２５％ 

 

上記基本利用料の５０％ 

初回加算Ⅰ 

 

初回加算Ⅱ 

 

病院等から退院した日に初回の訪問看護を行

った場合 

病院等から退院した日の翌日以降に初回の訪

問看護を行った場合 

３,５００円 

 

３,０００円 

３５０円 

 

３００円 

７００円 

 

６００円 

１,０５０円 

 

９００円 

退院時共同指導加算 

 

退院又は退所につき１回（特別な管理を必要

とする利用者の場合２回）に限り 

６,０００円 ６００円 １,２００円 １,８００円 

 

緊急時訪問看護加算Ⅰ 

 

 

利用者の同意を得て、利用者又はその家族等

からの看護に関する相談に常時対応できる体

制を整え、かつ必要に応じて緊急時訪問を行

った場合（１月につき） 

６,０００円 

 

同意 

６００円 

 

１,２００円 

 

１,８００円 

 

特別管理加算Ⅰ 

 

特別な管理を必要とする利用者に対し、サー

ビスの実施に関する計画的な管理を行った場

５,０００円 ５００円 １,０００円 １,５００円 



特別管理加算Ⅱ 

 

合（1月につき） 

 

２,５００円 ２５０円 ５００円 ７５０円 

長時間訪問看護加算 特別な管理を必要とする利用者に対して１時

間３０分以上の訪問看護を行った場合 

３,０００円 

同意 

３００円 ６００円 

 

９００円 

 

 

複数名訪問加算 

 

 

 

同時に複数の看護師等が１人の利用者に対し

て３０分未満の訪問看護を行った場合（１回

につき） 

同時に複数の看護師等が１人の利用者に対し

て３０分以上の訪問看護を行った場合（１回

につき） 

２,５４０円       

 

同意 

４,０２０円      

 

同意 

２５４円       

 

 

４０２円 

 

５０８円       

 

 

８０４円 

 

７６２円 

 

 

１,２０６円 

 

ターミナルケア加算 

 

利用者の死亡日及び死亡日前１４日以内に２

回以上ターミナルケアを行った場合（当該月

につき） 

２５，０００円 

   

同意 

２,５００円 ５,０００円 ７,００円 

 

死後の処置料（介護保険適用外）                      ・１２,０００円 

 

 

加算要件の補足 

※初回加算は新規に訪問看護計画を作成した利用者に対し、訪問看護を提供した場合に加算します。 

なお、退院時共同指導加算を算定する場合は算定しません。要介護↔要支援への区分変更の場合や 

2ヵ月以上利用されず再度利用することとなった場合も加算されます。 

※退院時共同指導加算は入院若しくは入所中の者に対し、主治医等と連携し在宅生活における必要な 

指導を行い、その内容を提供した場合に加算します。なお、初回加算を算定する場合は算定しません。 

※緊急時訪問看護加算は、利用者又はその家族等に対して 24時間連絡体制にあって、かつ、計画的に

訪問することとなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う体制にある旨を説明し、同意を得た場

合に加算します。 

※特別管理加算は、指定訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者(別に厚生労働大臣が定める特

別な管理を必要とする)に対して、指定訪問看護の実施に関する計画的な管理を行った場合に算定し

ます。 

 別に厚生労働大臣が定める特別な管理を必要とする状態とは、次のとおりです。 

①在宅悪性腫瘍患者指導管理若しくは在宅気管切開患者指導管理を受けている状態又は気管カニュ

ーレ若しくは留置カテーテルを使用している状態 

 ②在宅自己腹膜灌流指導管理、在宅血液透析指導管理、在宅酸素療法指導管理、在宅中心静脈栄養法

指導管理、在宅成分栄養経管栄養法指導管理、在宅自己導尿指導管理、在宅持続陽圧呼吸療法指導

管理、在宅自己疼痛管理指導管理又は在宅肺高血圧症患者指導管理を受けている状態 

 ③人工肛門又は人工膀胱を設置している状態 

 ④真皮を超える褥瘡の状態 

 ⑤点滴注射を週3回以上行う必要があると認められる状態 

 特別管理加算Ⅰは①に、特別管理加算Ⅱは②～⑤に該当する利用者に対して訪問看護を行った場合 

に算定します。 

※複数名訪問看護加算は、二人の看護師等(両名とも保健師、看護師、准看護師または理学療法士、作

業療法士若しくは言語聴覚士であることを要する。)が同時に訪問看護を行う場合(利用者の身体的

理由等により1人の看護師等による訪問看護が困難と認められる場合等)に加算します。 

※ターミナルケア加算は、在宅で死亡された利用者について、利用者又はその家族等の同意を得て、そ 

の死亡日及び死亡日前 14日以内に2日(末期の悪性腫瘍その他別に厚生労働大臣が定める状態にあ 

るものは1日)以上ターミナルケアを行った場合(ターミナルケアを行った後、24時間以内にご自宅 

以外で死亡された場合を含む。)に加算します。 

  「その他別に厚生労働大臣が定める状態にあるもの」とは次のとおりです。 

 イ 多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋萎縮性側索硬化症、脊髄小脳変性症、ハンチントン病、  

   進行性筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患(進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性 

症及びパーキンソン病(ホーエン・ヤールの重症度分類がステージ 3以上であって生活機能障害 

度がⅡ度又はⅢ度のものに限る。)をいう。)、他系統萎縮症(線条体黒質変性症、オリーブ橋小 



脳萎縮症及びシャイ・ドレーガー症候群をいう。)、プリオン病、亜急性硬化性全脳炎、ライソ 

ゾーム病、副腎白質ジストロフィー、脊髄性筋萎縮症、球脊髄性筋萎縮症、慢性炎症性脱髄性多 

発神経炎、後天性免疫不全症候群、頸髄損傷及び人工呼吸器を使用している状態 

 ロ 急性増悪その他該当利用者の主治の医師が一時的に頻回の訪問看護が必要であると認める状態 

 

◎主治の医師(介護老人保健施設の医師を除く)から、急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行

う必要がある旨の特別の指示を受けた場合は、その指示の日から 14日間に限って、介護保険による

訪問看護費は算定せず、別途医療保険による提供となります。 

 

5 キャンセル 

（１）利用者がサービスのご利用の中止を希望する際には速やかに次の連絡先までご連絡ください。 

     連絡先（電話）：  ０９６－２１１－８０１１ 

（２）利用者の都合でサービスを中止にする場合には、できるだけサービス利用の2週間前までに 

ご連絡ください。 

（３）キャンセル料につきましては一切いただきません。 
 

6 サービスの提供にあたって 

（１） サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容(被保険者資格、要介護認定 

の有無及び要介護認定の有効期間)を確認させていただきます。被保険者の住所などに変更が

あった場合は速やかに当事業所にお知らせください。 

（２） 利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行な

われるよう必要な援助を行ないます。また、居宅介護支援が利用者に対して行われていない等

の場合であって、必要と認められるときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも利用者が受

けている要介護認定の有効期限が終了する 30 日前にはなされるよう、必要な援助を行なうも

のとします。 

（３） 看護職員の禁止行為 

① 利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 

② 利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 

③ 利用者の同居家族に対するサービス提供 

④ 利用者の居宅で飲酒、喫煙、飲食 

⑤ 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為(利用者又は第三者等の生命や身体を保護するた

め緊急やむを得ない場合を除く 

⑥ その他利用者又は家族に対して行なう宗教活動、政治活動、営利活動、その他迷惑行為 

（４） 災害や交通状況、担当者の体調等によっては、到着時間が遅延、または訪問日や時間の変更を 

  お願いすることもありますのでご了承ください。 

 

７ 事故発生時の対応にいて 

  利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに市町村、当該利用者の家 

  族、当該利用者に関わる居宅介護支援事業者に連絡を行うともに必要な措置を講じます。また、 

  利用者に対する訪問看護サービス提供により賠償すべき事故が発生した場合は、できる限り速や 

  かに損害賠償を行ないます。 

 

８ 身体拘束の禁止にいて 

  利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。ただし、当該利用者又は他  

  の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急のやむを得ない場合には、身体拘束の内容、目的 

  理由等、経過について記録をいたします。事業所は従業者に対し、身体的拘束等の適正化のため  

  の研修を定期的に実施するものとします。 

 

９ 虐待の防止について 

  利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、以下の措置を講じます。 

  ・虐待防止のための指針を整備し、対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結

果について職員に周知徹底を図ります。 



  ・職員に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施するとともに、措置を適切に実施するた

めの担当者を置くものとします。 

  ・事業所は、サービス提供中に当該事業所職員又は擁護者(利用者の家族等高齢者を現に擁護する

者)による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は速やかに、市町村に通報します。 

 

10 業務継続に向けた取り組み 

  事業所は、感染症や災害が発生した場合でも必要な訪問看護を継続的に提供できる体制を構築す 

  る為に次の措置を講じます。 

（１） 業務継続に関する定期的な会議の開催 

（２） 業務継続に関する指針の整備 

（３） 定期的な研修及び訓練の実施 

（４） 事業所の備品の衛生的管理 

（５） 個人の健康管理 

 

11 ハラスメントについて 

  事業所は適切なサービス提供を確保する観点から、職員に対する次に示すハラスメントの防止の

為に必要な措置を講じます。 

（１） 身体的な力を使って危害を及ぼす行為(回避して危害を免れた場合も含む) 

（２） 個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり貶めたりする行為 

（３） 意に沿わない性的な誘いかけ、好意的態度の要求等、性的な嫌がらせ 

 

12 秘密の保持と個人情報の保護について 

 

 

 

 

利用者及びその

家族に関する秘

密の保持につい

て 

① 事業所は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び 

厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱

いのためのガイドライン」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者(以下「従業者」という)はサービス提供をす 

る上で知り得た利用者及びその家族の秘密を正当な理由なく第三者に漏らしま

せん。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後において 

も継続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させ 

るため、従業者である期間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保

持するべき旨を従業者との雇用契約の内容とします。 

 

 

 

 

 

個人情報の保護

について 

① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議に 

おいて、利用者の個人情報を用いません。また、利用者の家族の個人情報につい

ても予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等で利用者の家族の個人

情報を用いません。 

② 事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物について 

は、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏えいを

防止するものとします。 

③ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開示す 

ることとし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求められた場合は遅滞

なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を行うものとします。

(開示に際して謄写料などが必要な場合は利用者の負担となります) 

 

 

 

 

 

 

 

利用目的 

【介護関係事業者の内部での利用に係る事例】 

・当該事業者が介護サービスの利用者等へ提供する介護サービス 

・介護保険事務 

・介護サービスの利用者に係る事業所等の管理運営業務のうち 

 －登録・解除等の管理 

 －会計・経理 

 －事故等の報告 

【他の事業所等への情報提供を伴う事例】 



・当該事業所が利用者等に提出する介護サービスのうち 

 －当該利用者に居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業者や居宅介護支援

事業所等との連携(サービス担当者会議等)、照会への回答 

 －感染症及び災害等の緊急事態に、協力する機関や事業所と情報共有する場合 

 －その他の業務委託 

 －家族等への心身の状況説明 

 －必要時、市町村介護保険課 

・介護保険業務のうち 

 －保険事務の委託 

 －審査支払機関へのレセプトの提出 

 －審査支払機関又は保険者からの照会への回答 

・損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等 

【上記以外の利用目的 介護関係事業者の内部での利用に係る事例】 

・介護関係事業者の管理運営業務のうち 

 －介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料 

 －介護保険施設等において行われる学生の実習への協力 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

説明確認欄 

 

令和  年  月  日 

 

                                       

当事業者は、サービス契約締結にあたり、重要事項について文書で説明しました。 

 

 

居宅サービス事業者   医療法人CCR 

     事 業 所 在 地   熊本市中央区島崎１－３２－１ 

     名 称   指定訪問看護（指定介護予防訪問看護）事業所 Ｃ＆Ｒ 

 

 

     説 明 者 氏 名                     印 

 

 

サービス契約締結にあたり、重要事項について文書で説明を受けました。 

 

    （甲１）利用者    氏  名                   印 

 

                                   

 

    （甲２）利用者の家族 (続柄             ) 

 

               氏  名                   印 

 

 

 

 


